
　川崎市は大正13年に約5万人の市として誕生し、戦後の高度経済成長期
における急速な人口増加を経て、政令指定都市となった直後の昭和48年
には100万人を超え、平成29年4月には150万人を突破しました。そして、
令和元年5月には152万6,630人と、神戸市の人口を上回り、新しい時代
の幕開けとともに6番目に大きな都市へと成長しました。
　令和元年には、横浜市営地下鉄の新百合ヶ丘駅への延伸決定、武蔵小杉
駅周辺の人口急増を受けての11年ぶりとなる小学校の新設、川崎フロン
ターレのJリーグYBCルヴァンカップ初優勝等、本市の発展を象徴するか
のような明るい出来事が多数ありました。
　一方で、過去最大級の勢力を持つ台風による被災、令和2年に入ってか
らは新型コロナウイルス感染症の拡大といった、市民生活・経済活動を脅
かす事態が連続している現状もあります。
　この難局を乗り越えていくためには、統計情報を用いて的確に状況を把
握し、対応策を検討していくことがますます重要となっています。
　この「統計データブック」は、「川崎市統計書（令和元年版）」及び「大都市比
較統計年表（平成30年版）」などから、市民生活に関わりが深い統計情報を
引用して体系的に整理し、グラフや解説を加えて分かりやすく編集してい
ます。
　本冊子を通して、多くの皆様に本市の現況について理解を深めていただ
ければ幸いです。

令和2 （2020） 年９月
川崎市長　福田　紀彦

発刊にあたって
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利用上の注意
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　平成30年に行われた住宅・土地統計調査結果から、
川崎市の住宅数の推移や、そこからみえてくる住む人々
の特徴をまとめました。

川崎市の住宅
－平成30年住宅・土地統計調査－
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増えていく川崎市の住宅

●住宅・土地統計調査とは
　住宅・土地統計調査は、統計法に基づく基幹統計調査で、日本における住宅及び住宅以外で人
が居住する建物に関する実態と現住居以外の住宅及び土地の保有状況、その他の住宅等に居住し
ている世帯に関する実態を調査し、その現状と推移を全国及び地域別に明らかにすることで、住
生活関連諸施策の基礎資料を得ることを目的として、昭和23（1948）年以来5年ごとに行われて
おり、平成30年に15回目に当たる調査が実施されました。全国では約370万住戸・世帯が調査
対象となり、川崎市では約3万7,000住戸・世帯を調査しました。
　調査結果からは、住宅数の推移だけでなく、居住状況や居住環境、空き家数、住宅構造、建て
方等の様々な現状が分かり、住宅と土地に関する貴重な情報が得られます。
　この特集では、平成30年の住宅・土地統計調査結果から知ることができる、川崎市の住宅の
状況を紹介します。

●住宅・土地統計調査における住宅と世帯
　住宅・土地統計調査の中で、「住宅」と「世帯」は次のように分類されています。

●�住宅総数は77万7,800戸、５年間
で3.2％増加

　平成30年10月1日現在の市内の住宅総
数は77万7,800戸です。前回調査の平成
25年から2万4,100戸（3.2％）増加しま
した。昭和最後の調査となった昭和63
年からの30年間では、調査の度に増加
が続き、35万戸近く増加しています。
　増加率を見ていくと、平成20年まで
は前回調査と比べた増加率が10％を超
えており、平成25年は9.8％でしたが、
平成30年は3.2％に留まりました。

●�住宅 ●�世帯

住宅

居住世帯のある住宅

居住世帯の
ない住宅

一時現在者のみの住宅

空き家

二次的
住宅

別荘
その他

賃貸用の住宅
売却用の住宅
その他の住宅

建築中の住宅

住宅以外で
人が居住す
る建物

会社等の寮・寄宿舎
学校等の寮・寄宿舎
旅館・宿泊所
その他の建物

普通世帯 準世帯

住宅に居住して
いる世帯

主 世 帯 ・二人以上の世帯・単身の世帯

同居世帯 ・二人以上の世帯 ・単身の世帯

住宅以外の建物に居住
している世帯 ・二人以上の世帯 ・単身の世帯
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平成5年及び10年は共同住宅の6階建以上をまとめて表章している。

●�世帯数増加率が住宅増加率を上回っ
ている

　平成25年から平成30年にかけての住
宅増加率を区別にみると、最も増加率が
高いのは幸区の8.8％、次いで中原区の
4.7％となっています。一方、最も増加
率が低いのは多摩区の0.6％、次いで麻
生区の1.0％となっています。
　住宅増加率と人口増加率を比較する
と、幸区を除く6区と全市で人口増加率
が住宅増加率を上回っています。
　住宅増加率と世帯数増加率を比較する
と、全ての区で世帯数増加率が住宅増加
率を上回っています。
　住宅が増える背景に、人口・世帯数の
増加があることがうかがえます。

●�全ての建て方で住宅数は増加、割合は共同
住宅が最も多くを占める

　住宅の建て方別にみると、一戸建は173,200
戸、長屋建は14,100戸、共同住宅は512,500戸、
その他は1,800戸で、前回調査から一戸建が3.3
％、長屋建は63.0％、共同住宅は3.7％、その他
が57.9％それぞれ増加しました。
　平成5年以降の推移をみると、一戸建及び共同
住宅は一貫して増加しています。建て方別の割合
をみると、平成5年以降の一戸建の割合は平成25
年を除き低下が続いており、平成25年では25.0
％とやや上昇したものの、平成30年では24.7％
と再び低下しました。共同住宅の割合は平成10
年以降、一貫して70％を超えています。
　川崎市の住宅の7割以上が共同住宅であるこ
と、共同住宅以外の住宅も増加傾向にあることが
分かります。

建て方別居住世帯ありの住宅数の推移
� （戸）
年　次 総　数 一戸建 長屋建 共同住宅 その他

実　　　　　　数
平成 5年 443,570 125,370 9,400 305,810 2,990
平成10年 480,640 130,180 9,020 338,210 3,230
平成15年 536,520 143,030 9,240 382,290 1,960
平成20年 613,460 151,390 10,420 449,870 1,790
平成25年 671,430 167,600 8,650 494,040 1,140
平成30年 701,600 173,200 14,100 512,500 1,800

割　　　合　（％）
平成 5年 100.0 28.3 2.1 68.9 0.7
平成10年 100.0 27.1 1.9 70.4 0.7
平成15年 100.0 26.7 1.7 71.3 0.4
平成20年 100.0 24.7 1.7 73.3 0.3
平成25年 100.0 25.0 1.3 73.6 0.2
平成30年 100.0 24.7 2.0 73.0 0.3

増　加　率　（％）
平成10年 8.4 3.8 ▲4.0 10.6 8.0
平成15年 11.6 9.9 2.4 13.0 ▲39.3
平成20年 14.3 5.8 12.8 17.7 ▲8.7
平成25年 9.4 10.7 ▲17.0 9.8 ▲36.3
平成30年 4.5 3.3 63.0 3.7 57.9
抽出調査であるため、総数と内訳の合計は一致しないことがある。
また、割合は内訳の合計を100％として算出。

※�人口・世帯数は各年10月1日現在の数値で増加率を算出しています。
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●�居住世帯ありの住宅の割合は21
大都市で最も高い

　住宅総数を居住世帯の有無別の割合
でみると、川崎市は、居住世帯ありの
住宅が90.2％で、21大都市の中で最も
高くなっています。居住世帯なしの住
宅は9.8％で、最も低くなっています。
川崎市の住宅の9割以上が居住世帯の
ある住宅だということが分かります。
　また、平成25年と比較すると、居
住世帯ありの住宅が89.1％から1.1ポ
イント上昇し、居住世帯なしの住宅が
10.9％から1.1ポイント低下しました。

●�空き家率は21大都市で２番目に
低い

　居住世帯なしの住宅のうち、空き家
について21大都市の状況をみていきま
す。住宅総数に占める空き家の割合で
ある空き家率が最も低いのは、さいた
ま市の9.4％です。川崎市は9.5％で21
大都市の中ではさいたま市に続いて２
番目に低くなっています。
　また、平成25年の川崎市の空き家率
は10.4％であり、0.9ポイント低下し
てます。
　空き家率の低さも、川崎市の住宅の
特徴の1つです。

●�住宅総数は21大都市で9番目に多い
　21大都市（20政令指定都市及び東京都区部）の住宅総数をみると、川崎市の住宅総数（777,800
戸）は21大都市の中で９番目に多くなっています。平成25年の住宅総数（753,660戸）も、30年同
様21大都市中９位となっており、変化はみられませんでした。

21大都市の住宅総数と順位（平成30年）
� （戸）

１位 ２位 ３位 ４位 ５位 ６位 ７位 ８位 ９位 10位 11位
東京都区部 横浜市 大阪市 名古屋市 札幌市 福岡市 京都市 神戸市 川崎市 広島市 さいたま市
5,520,000 1,835,800 1,675,900 1,234,600 1,051,400 893,600 821,000 820,100 777,800 612,100 608,700
12位 13位 14位 15位 16位 17位 18位 19位 20位 21位
仙台市 北九州市 千葉市 堺市 新潟市 岡山市 熊本市 浜松市 相模原市 静岡市
575,000 501,800 478,900 404,400 373,900 367,200 362,100 359,600 349,700 333,100
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みえてくる住む人々の特徴

●�家計を主に支える者の年齢が低いと借家、年齢が高いと持家の世帯が多い
　主世帯（701,600世帯）を家計を主
に支える者の年齢別にみると、25歳
未満の30,900世帯のうち、持ち家は
500世帯、借家は30,400世帯となっ
ています。25～44歳の212,400世帯
のうち、持ち家は58,200世帯、借家
は154,200世帯となっています。45～
64歳の240,600世帯のうち、持ち家は
138,100世帯、借家は102,400世帯と
なっています。65歳以上の183,000世
帯のうち、持ち家は128,500世帯、借
家は54,300世帯となっています。
　家計を主に支える者の年齢が上がる
ほど、持ち家の世帯が増えていく傾向
にあることが分かります。

●�単独世帯は借家、2人以上世帯で
は持ち家の世帯が多い

　主世帯（701,600世帯）を住宅の所
有の関係別にみると、持ち家に住む
329,200世帯のうち、2人以上世帯は
260,900世帯、単独世帯は64,600世帯
となっています。借家に住む346,900
世帯のうち、2人以上世帯は139,600
世帯、単独世帯は205,300世帯となっ
ています。単独世帯は借家、2人以上
世帯では持ち家の世帯が多いことが分
かります。

●�借家の世帯数は年間収入階級が上
がるにつれて減少する

　主世帯（701,600世帯）の持ち家・借
家の世帯数を世帯の年間収入階級別に
みると、年収300万円未満及び300～
500万円未満の世帯では、借家の世帯
数が持ち家の世帯数より多いのに対し
て、それ以外の収入階級の世帯では持
ち家の世帯数が借家の世帯数を上回っ
ています。
　また、借家の世帯数は年間収入階級
が上がるにつれて減っていく傾向が顕
著です。　

住宅の所有の関係、世帯人数、家計を主に支える者の年齢別主世帯数（平成30年）
� （世帯）

　 家計を主に支える者の年齢
住宅の所
有の関係 世帯の人数 総数 25歳未満 25～44歳 45～64歳 65歳以上 不詳

総数 総数 701,600 30,900 212,400 240,600 183,000 34,700
2人以上世帯 400,500 2,900 118,700 165,900 112,000 1,000
単独世帯 291,300 28,000 93,100 73,600 69,700 26,900

持ち家 総数 329,200 500 58,200 138,100 128,500 3,800
2人以上世帯 260,900 200 53,300 117,400 89,200 600
単独世帯 64,600 300 4,800 19,800 37,900 1,700

借家 総数 346,900 30,400 154,200 102,400 54,300 5,500
2人以上世帯 139,600 2,700 65,400 48,500 22,600 300
単独世帯 205,300 27,700 88,400 53,700 31,700 3,900

抽出調査であるため、総数と内訳の合計は一致しないことがある。
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借家の１畳当たり家賃についての川崎市と全国の比較（平成30年）

川崎市

全国

（円）

22.5 

30.9 

32.7 

37.4 

38.1 

36.7 

38.7 

45.8 

35.8 

15.1 

14.9 

12.4 

32.5 

27.7 

39.1 

32.9 

40.1 

16.3 

38.1 

29.9 

39.0 

20.3 

14.7 

21.3 

15.8 

14.0 

19.9 

22.9 

22.2 

20.5 

17.3 

10.9 

10.7 

8.8 

17.5 

26.3 

27.3 

23.3 

24.8 

12.3 

17.0 

20.7 

22.2 

14.2 

30.2 

28.7 

27.9 

23.2 

21.0 

12.5 

17.0 

12.9 

23.4 

37.7 

35.1 

40.0 

23.2 

18.0 

12.1 

23.4 

17.5 

40.9 

23.2 

25.7 

20.0 

35.3 

17.2 

11.8 

14.8 

17.8 

13.8 

17.2 

14.0 

12.7 

16.0 

20.2 

25.2 

24.8 

15.7 

15.8 

10.4 

12.3 

9.7 

14.1 

11.1 

10.0 

9.4 

16.9 

9.9 

4.1 

4.7 

4.2 

4.0 

6.0 

4.5 

4.4 

3.3 

10.4 

9.2 

8.9 

6.6 

7.7 

6.1 

4.4 

4.7 

10.4 

7.0 

8.0 

5.0 

7.5 

5.4 

3.2 

4.3 

3.3 

3.3 

4.7 

3.7 

3.7 

4.2 

5.8 

4.9 

5.1 

4.5 

4.5 

5.1 

3.7 

3.2 

6.0 

3.6 

5.7 

4.5 

5.8 

全国

札幌市

仙台市

さいたま市

千葉市

東京都区部

横浜市

川崎市

相模原市

新潟市

静岡市

浜松市

名古屋市

京都市

大阪市

堺市

神戸市

岡山市

広島市

北九州市

福岡市

熊本市

21大都市の購入・新築・建て替え等別割合（平成30年）
新築の住宅を購入 中古住宅を購入 新築（建て替えを除く） 建て替え 相続・贈与で取得 その他

（%）

●�1畳当たりの家賃は全国より高い
　借家の１畳当たりの家賃（共益費・管理費は含まない）について、川崎市と全国を比較すると、
総計では川崎市が4,615円、全国が3,064円で川崎市の方が1,551円高くなっています。どの種別
も一貫して川崎市の家賃は全国より高く、民営借家（木造）では、全国より川崎市の方が1,879円
高くなっています。

●�「新築の住宅を購入」による持ち家の割合が21大都市で最も高い
　持ち家の購入・新築・建て替え等別の割合を21大都市で比較すると、「新築の住宅を購入」が川
崎市は45.8％と21大都市で最も高く、全国（22.5％）を23.3ポイントと大幅に上回っています。2
番目に高い神戸市（40.1％）との差は5.7ポイントであり、高い水準であることが分かります。一方、
所有する土地に新たに住宅を建てた場合等の「新築（建て替えを除く）」は12.9％と21大都市で3番
目に低く、「相続・贈与で取得」は4.4％で6番目に低くなっています。
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